
令和7年度水戸医療センター勤務医負担軽減計画

2025年3月現在の勤務医の勤務状況（病床数：500床） 目標

○医師数：常勤77名、期間医師36名

○月平均超過勤務時間：38.5時間(最大：76.2時間、最小：3時間)※

○夜勤回数：平均月1.3回（最大　4回、最小　0回）

○当直回数：平均月0.5回（最大　10回、最小　0回）
※年俸職除く

部門 負担軽減方策 目標達成のために必要な手順・数値目標等

中間評価 最終評価

薬剤部 ・抗がん剤のミキシングについて、薬剤師が１００％実施する。 新採用者の手技研修が終了し、調
製要員として配置されている。休日
を含め薬剤師が100％実施してい
る。

休日も含めすべて薬剤師は実施し
ており、目標達成とする。

・採用薬切替に伴う医師セットの薬剤変更を行う。 調剤・注射・混注の各主任に医師
セットの変更権限を付与し、すでに
全員が操作手順を習得している。

採用薬が切り替わった場合は、薬
剤部が一括して対象となる全医師
セットの更新を行っている。目標達
成とする。

・化学療法の新規レジメン導入前の心電図、心臓超音波検査の実施
確認を行う。

レジメンチェックシートに項目を追加
し、未実施の場合には、カルテの患
者コメントに記載することにより、医
師に伝達している。

新規レジメン導入時には、全症例で
心電図、心臓超音波検査の導入前
実施を確認している。目標達成とす
る。

診療放射線科 ・心カテで術者の補助を放射線技師も行えるようにし、補助者としてオ
ンコール体制に加わる。

脳外科AGの補助につきはじめた 脳外科の血管造影検査に３名の技
師が補助業務を行うことができるよ
うになった

臨床検査科 ・生理検査実施項目の現行制度における医師業務の支援強化 現在，気道可逆性検査の依頼が無
く，検査科からの発信が必要であ
る．

検査科で運用手順を作成した．遠
藤先生と薬剤部長に資料を渡し運
用説明を行った．薬剤の払い出しや
依頼方法などルール決めがされて
ないので，早急に着手していきた
い．

看護部 ・「静脈注射の実施に関する指針」に基づく看護師の静脈注射実施
レベル３：末梢静脈留置針の挿入
レベル４：
①抗がん剤等の静脈注射、点滴静脈注射の血管確保（院内抗がん
剤認定看護師）
②造影剤の投与
③CVポートへの穿刺

〇静脈注射レベル3：分散研修「静
脈注射」を企画、新人看護師46名を
対象に令和7年12月までに実施予
定。
〇静脈注射レベル４
・集合研修「IVナース養成コース：化
学療法」8/1（研修）、8/8（試験）　15
名が認定。
・分散研修「ＩＶナース養成コース：造
影剤・CVポート・PICCeラーニング：
5-6月 までの期間、実技：7/31、試
験合格者34名。
「静脈注射の実施に関する指針」に
基づく看護師教育について計画通り
実施している。

〇静脈注射レベル3：分散研修「静
脈注射」を実施し、新人看護師37名
が認定。
〇静脈注射レベル４
・集合研修「IVナース養成コース：化
学療法」フォローアップ研修2/16を
今年度認定者14名が受講。
・分散研修「ＩＶナース養成コース：造
影剤・CVポート・PICC」：研修を修了
した34名が認定。
「静脈注射の実施に関する指針」に
基づき看護師教育を実施し、研修に
より安全な技術の修得と実践に繋
げている。

・「静脈注射の実施に関する指針」に基づく看護師教育
〇レベル３：末梢静脈留置針の挿入
　ACTｙレベルⅠ（新卒看護師相当）研修：「静脈注射」の企画・運営
　研修後の知識・技術チェックを行い、技術認定を行う
〇レベル４①抗がん剤の投与
　院内抗がん剤認定看護師養成研修の企画・運営
　研修後の知識・技術チェックを行い、認定を行う
〇レベル４②造影剤の投与　③CVポートの穿刺
　IVナース養成研修の企画・運営
　研修後の知識・技術チェックを行い、認定を行う

・新規レジメン導入のレジメンチェック時に、心電図、心臓超音波検査の導入前実施
を確認する。検査未実施の場合は、カルテに記載する。

・心カテ検査の人員を増やす。
・医師指導の下に補助者として検査に入る

・治療における直接侵襲を伴わない検査装置の操作、生体情報モニターの血圧や酸
素飽和度などの確認、検査にかかる薬剤を準備して、気道可逆性検査（呼吸機能検
査）にかかる気管支拡張剤を患者に吸入してもらう検査（検査の実施に当たって、医
師が処方・指示した調剤済みの薬剤を患者に渡し、服用してもらう行為は、医行為に
該当せず、臨床検査技師が当該行為を行うことは可能である）の強化実施。

達成状況
備考

当院においては、平成２０年６月に勤務医の負担軽減対策規程を整備し、当該規程に基づき勤務医の負担軽減を図り、勤務医の業
務の効率化及び処遇の改善を図ってきたところである。これまでの対策としては各部門の協力体制強化が主であったが、今後更な
る勤務医の負担軽減を推進するために、院内の組織・体制の見直しから個々の詳細な業務運用について見直しを行い、幅広く業務
改善を行っていく。

・新採用者への抗がん剤ミキシング手技研修
・休日を含めた人員配置の調整

・医師セットの薬剤変更手順の習得
（変更の権限を付与されている薬剤師が限られている）



部門 負担軽減方策 目標達成のために必要な手順・数値目標等

中間評価 最終評価

達成状況
備考

特定行為研修修了者の育成及び活用 医療安全管理者、特定行為修了者
がマニュアル、手順書の作成、体制
整備を進めている。

特定行為区分による動脈血液ガス
分析関連についての手順書および
観察評価表の作成は終了した。そ
の後、特定行為の「直接動脈穿刺
による採血」は指導医の確認を受け
手順書内の行為が自立可となり実
践している。現在、「橈骨動脈ライン
の確保」について事例を重ね自立を
目指している。次年度1名特定行為
研修機関を受講する予定でがあ
る。今後、自院が指定研修機関を
目指すため指導医やJNPなど協働
していく。早々に指導者が指導者講
習を受講する計画を進めていく。

診療部 診療看護師(JNP)との業務分担 診療看護師のほか、特定行為研
修修了看護師とタスクシェアができ
るよう検討している。

・手順書を策定したので、来年度は
それに沿って活動してもらう。

クリニカルパスの充実および活用 今年度は、クリニカルパスは適用率
63％を目標に取り組んで、委員会・
部会メンバー中心にパス適用を推
進している。

・新入院が増えてもパス適用率が低
下しないよう、パスの推進に引き続
き詰めていく。

当直改善委員会における日・当直業務の見直し  当直改善では、なるべく負担が分
散するように、副院長先生をはじめ
として高齢の医師も日直に参加する
などしている。まだ負担の偏りが見
られるが、引き続き改善していきた
い。

・特定医師の負担が減るよう、3月
から当直割当担当医師を変更する
などした。

医師事務補助の活用 医師事務の定着に向け、引き続き
経営企画室長と連携し、医師の負
担軽減が図られる体制構築を目指
す。

・難しい状況が続いている。引き続
き経営企画室長と連携して定着率
向上に努める。

令和５年１０月から勤務に変更したＡ，Ｂ，Ｃ日当直業務の見直しを適宜行い、可能な
限り負担を公平化、軽減する方策を検討している。

経営企画室長と連携し、定期的にミーティングを行い、業務内容、時間、各人の希
望、困っていることなどの把握に努めている。また、ますます医師の負担軽減に資す
るよう、適切な資格取得を勧奨している。

１．特定行為研修修了者が臨床で実践するための体制整備
　・安全管理体制の整備
　・手順書の作成
２．特定行為指定研修機関となるための準備・体制づくり

心臓血管外科、乳腺外科、循環器内科に１名ずつ配置されている。ＪＮＰ委員会で手
順書に従って業務を行い可能なことは積極的に取り組んでもらうよう指導していく。

クリニカルパス委員会に若手医師にも参加してもらい、さらに積極的な運用を目指
す。



部門 負担軽減方策 目標達成のために必要な手順・数値目標等

中間評価 最終評価

達成状況
備考

事務部 ・医師事務作業補助者の人員確保・適正配置 ・直接雇用の新採用の応募が少な
い。昨年度に医師事務のみ他の非
常勤事務より昇給する仕組みを
作ったが、賃金相場上昇で効果が
薄くなってしまった。
・派遣も4人契約中2名しか配置され
てないのに、今年度は新人が1名し
か紹介されていない。全般に人が
集まりづらい状況。
・より高い賃金を求め、常勤希望で
離職した者が2名いた。当院で常勤
になるは、NHOルール上、リーダー
になることが条件で、人数枠が3名
迄であるため、人間関係面での
ハードルが高く、転職を選んだ。
・職場環境改善については、ミー
ティングでハラスメント防止を引き続
き呼びかけるなどしている。
・昨年度派遣から直接雇用に切り替
わった人員（消内）は離職せずに勤
務している。
・昇給実績は、現在は採用後1年以
内に資格取得する者が殆どとなっ
たため、現在25名（対象者の殆ど）
が昇給している。

・特定非常勤による昇給の仕組みを
作って以来、直接雇用の応募者は
年々増えている。
R5年度：2名
R6年度：6名（うち1名派遣から）
R7年度：8名（うち2名派遣から）
現在2名いる派遣全て（循内、泌尿）
がR8.4から直接雇用を希望したた
め、来年度の派遣契約は行わない
予定。
※当該派遣職員は各科長からの評
価も良好。
・職場環境では人間関係面の改善
が課題。
・離職率の高い整形は、引き続き高
い状況で、R7.12以来0名となってい
る。
・常勤希望のためR7.10に離職した1
名が外科に戻ってきてOJT、整形援
助なども行っていたが、不仲（医師
事務間）を理由に再度退職すること
なった。業務量が原因ではないため
業務調整をしても決断は変わらない
とのこと。
・もう1名の外科ベテランもR8.3退職
予定であったため、外科（外来）も
R8.4より0名となる。
・昇給実績は、現在25名（対象者の
殆ど）が昇給している。

・医師事務作業補助者の業務体制の適正化 ・自分の科だけではなく、欠員時に
は他科も助け合うよう方針を示して
呼びかけたため、一部では機能し
た。
・リーダーは、正式に立候補表明し
た者はいない状況だが、内々で興
味を示した者もおり、リーダーを意
識して行動改善する者（他科や新人
を助けるなど）、スキル向上を図る
者（院外勉強会参加など）は、増え
たと感じてる。
・業務手順書はあるため、引き続き
更新を図る。

・整形がR7.12以来0名となったた
め、外科、消内より勤務援助を行
い、整形医師の負担を軽減させ、新
人を配置した際の負担を減らす取り
組みを行っているが、整形に定着す
る前に外科（外来）が全員退職する
ことになってしまった。
・他科からの勤務援助は、援助元の
負担が分散されず過度にならない
よう、できたとしても限定的にせざる
を得なくなった。
・他科への援助は自科の負担に繋
がるため、援助元科長の了承を得
るのが簡単ではない。（総論賛成、
各論反対）
・OJTは新たに神内にも依頼したた
め、神内と耳鼻科で実施可能だが、
OJT担当への負荷に配慮し、可能
な範囲に留めざるを得ない。
・リーダーは、正式に立候補表明し
た者はいない状況だが、内々で興
味を示した者もおり、リーダーを意
識して行動改善する者（他科や新人
を助けるなど）、スキル向上を図る
者（院外勉強会参加など）は、増え
たと感じてる。
・診断書作成室は、起ち上げに十分
な人員は、確保できなかった。
・業務手順書はあるため、引き続き
更新を図る。

・複数診療科で業務を行う人員を増やすなど、突然の退職でも他のスタッフがフォ
ローし合える体制を作る。
・医師事務内でのリーダーを作る。
・診断書作成・症例データ入力を中央でも行える体制を作り、各科の業務負担を補
う。
・業務手順書の整備。

・募集等に力を入れ、必要な人員確保を目指す。
・職場環境を改善し、離職率を下げる。
・派遣は契約更新・業者変更の際に業務に支障が出るリスク等があるため、直接雇
用による人員確保をさらに目指す。
・直接雇用の非常勤のモチベーションを上げるため、昇給実績を引き続き増やす。



部門 負担軽減方策 目標達成のために必要な手順・数値目標等

中間評価 最終評価

達成状況
備考

外来の縮小 ・外来患者数は19人減少（R7上半
期664人、R6上半期683人）
・逆紹介率微増（R7上半期81.4％、
R6上半期78％）

・外来患者数は12人減少（R8.2迄
677人、R7.2迄689人）
・逆紹介率微増（R8.1迄81.2％、
R7.1迄79.1％）

【医師の勤務体制等に係る取り組み①】
・勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施

確認を行っており、連続夜間勤務の
実施はない。

左記に同じ

【医師の勤務体制等に係る取り組み②】
・当直翌日の業務内容対する配慮

今年度周知出来ていないため、今
後医局会議やシェアポイント等で周
知していく。

医師の働き方改革WGにて、現状を
報告。医師の入れ替わりがある4月
以降に改めてシェアポイント等で周
知する。

・令和5年10月より「当直」から「勤務」としたが、当直勤務後の帰宅を促してゆく

・当直表作成時に管理課にて確認

・病院の目標外来患者数を前年度実績より少ない数に設定。
・逆紹介の推進。


